
〇書きたくなるポイントとアドバイス
　・被相続人の意思が相続人に直接伝えられ、法
定相続を回避することができ、事業の承継が
可能

　・子供たちの争いを見たくない配偶者への配慮
　・相続登記の名義変更や金融資産の名義変更、
払い戻しがスムースになる

　・税制の特別控除が受けられ易く、節税になる
　・相続税の計算や、納税の準備ができる
　・一番重要なのは、最近特に増大している老・
老相続の弊害防止になる

〇付言事項の追加
　必ず、なぜこのような遺言を書いたのか、自分
の思いを入れる事で争いを少なく出来る。

例：
　私は大和家を守り繫栄させたいと思い、大
和家の主要な財産と、祖先の祭祀を長男○○
に相続させることにしました。私は自分の人
生を振り返り、家を守る事がいかに難しいか
ということを痛感しております。
　今の平穏な人生を送れた事は、妻が私のよ
き理解者であったと同時に、素晴らしき子供
たちを育て上げてくれた結果と、感謝いたし
ます。○○は、私から相続した財産は自分個
人の財産ではなく、代々引き継いでいく大和
家の財産であることを自覚してください。
　家族の争いが起きる事は大和家を守ってい
くうえで最大の障害となりますので、○○は
大和家の親戚一同兄弟姉妹の事にも気を配り
皆が本家にいつまでも顔を出せるような良好
な関係を維持して下さい、この遺言書が守ら
れることを強く願います。

以上

　遺言書は、自筆遺言書でも公正証書遺言でも、
いずれでも良いですが、出来れば専門家の立会い
の下の公正証書の方が説得感有ります。その場
合、立会人が必要となりますが、積極的に農協が
関与して勤めて上げれば満点です。
　ただ、一つ注意しなければならない事は、これ
は個人の秘密事項でありますので、守秘義務は徹
底的に実行してください。組合員との信頼関係の
基礎となります。昨年、ある県の女性部の相談業
務の研修会でお話ししたところ、ご出席の役員の
方が、農協で遺言書の相談を聞いてもらったら、
村中に私の財産内容が知れてしまうので怖ろしく
てできない。だから、信託銀行で作成したと話し
ていらっしゃいました。誤解を解くためにも、積
極的にこの問題を取り組んで頂きたい。

　相談業務は経営の柱、各事業連携の中心であり
経営基盤の基です。
　これが出来るのは農協で有り、総合事業の強み
であります。

相談業務は種々雑多
　営農関係、税務関係、法律関係、登記分筆関
係、測量関係、遺言関係、その他
　何れも各関係機関と専門家との連携を密にし、
解決にあたる事。しかし、決して専門家への丸投
げは自分と組合員の為にならないのでやらないこ
と。
　JA グループの皆さんが、組合員の声に耳を
傾けて、相談業務に取り組んでくださることを、
願っています。
　以上となります。
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　JA グループ全国４連（JA 全農・JA 共済連・
農林中金・JA全中）は、JAグループ相続相談強
化方針にもとづき、「JA全国相続相談・資産支援
チーム」を設置し、JAの相続相談業務を支援す
るための連携を強化し、全国方針の普及、JAに
おける相続相談業務の体制整備や生前の相続相談
機能の強化に資する支援を展開します。

Ⅰ．背景と目的
　組合員の高齢化に伴い、JAに寄せられる相続
相談の件数は増加する一方、組合員の生前の相続
相談や事業承継支援に取り組んでいる JAは限定
的な状況であり、現世代との関係構築が不十分か
つ次世代とも接点が持てないなかで相続が発生す
ることで、組合員の減少や事業基盤の流出につな
がっています。さらに、令和５年４月から相続土
地国庫帰属制度が創設され、令和６年４月から農

地を含む不動産の相続登記が義務化されるなど、
組合員の資産管理や事業承継に関わる環境も変化
しています。
　これら環境変化等に対応すべく、現在の組合員
および次世代が安心して相続を迎えられるとと
もに、地域の営農が継続されるよう、全国４連
（JA全農、JA共済連、農林中金、JA全中）は、
令和６年５月に「JAグループ相続相談強化方針
（以下、全国方針）」を策定しました。
　全国方針に基づき、JAにおける相続相談業務
の体制整備や、事業承継をはじめ生前の相続相談
機能の強化、および、全国４連が連携することで
相乗効果が期待される施策等による支援を強化す
るため、全国４連の役員を委員とする協議会、お
よび、各団体の担当者をメンバーとする支援チー
ムを設置することとしました。

JA全国相続相談・資産支援協議会および同チームの設置
について／ JAグループ全国４連

全国のJA・県域での取組

【JAグループ相続相談強化方針】

【ビジョン】
　組合員の相続相談ニーズを確認し、JA が総合事業力を発揮することで、組合員が望む資産（農
地等）の適切な維持・管理や確実な事業承継を実現する。
　これにより組合員次世代がJAの利用を継続することでJAの経営基盤が維持されることをめざす。

【３つの基本方針】

（2025 年 4月現在）
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Ⅲ．令和７年度、協議会及びチームの設置・
運営

　全国方針の普及・実践に向け、令和７年度以
降の４連の連携強化の枠組みとして、各連の役
員・部長による「JA 全国相続相談・資産支援協
議会（以下、支援協議会）」、課長・担当者による
「JA 全国相続相談・資産支援チーム（以下、支
援チーム）」を設置・運営していくこととしました。

１．JA全国相続相談・資産支援協議会等の運営
（1）設置目的
　全国各連合会の相続関連施策を共有するととも
に、全国４連が連携することで、相乗効果が期待
される施策等を検討・実践し、全国方針に掲げる
以下の取り組みを加速します。
　 全 JA で相続相談の担当部署を明確化し担当

者・管理者を配置

Ⅱ．取り組みの経過
　相続相談強化について、全国方針の普及・実施
に向け、JA・県域の体制整備支援を中心に取り
組みをすすめてきました。

１．令和６年度の取り組み
　令和６年度は、策定した全国方針のもと、全国
４連による「相続相談支援連絡会」を４月に設置
し、以降、月次で連絡会を開催して以下の取り組
みをすすめてきました。
　 ６月に、県域の連合会・中央会の相続関連業

務の担当職員（管理職含む）を対象に、全国
方針の内容にかかる全国説明会をオンライン
で開催

　  10 月に、JA における体制整備や相談業務構
築に向けた「相続相談強化ガイドブック」を

全国４連連名で作成し、全国の JA・県域向
けに提供

　  JA・県域の担当役職員向けに、全国方針の
内容や、体制整備・業務内容検討時の留意点
解説等を中心とした支援実施（15 県域）

２．相続相談強化の手引きの作成・提供
　令和７年３月、JA の相続相談の現場で担当職
員が実際の案件対応に活用するための「相続相
談の手引き」を全国４連連名で作成し、全国の
JA・県域向けに提供しました。
　相続にかかる入口相談機能や専門的な相談機能
を担う JA の担当者が、農地・不動産を保有する
組合員の立場に立って、相続相談を行うための相
続全般の基礎知識と対応方法のポイント等につい
て整理した資材としています。
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２．相続相談強化の手引きの作成・提供
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　 地域実態に応じた相続支援（資産管理中心の
都市部と農地・営農の承継中心の農村部）を
実施

　  JA の相続相談を県域・全国域が支援する JA
グループ一体となった実践

（2）構成員
　全国４連の相続関連業務の担当役員、および、
部長

（3）実施事項
　全国４連が連携して取り組むことで相乗効果が
期待される施策等の検討・実践および進捗管理
　  JA の相続相談にかかる体制整備と業務支援

策
　 都市部・農村部の各々の地域に有効な相続関

連施策

２．JA全国相続相談・資産支援チーム
（1）設置目的
　協議会の実務機関として支援チームを設置し、
相続相談等にかかる具体的な業務・検討をおこな
う。

（2）構成
　全国４連の相続関連業務の担当職員（現行の全
国相続相談支援連絡会、および全中まちづくり資
産管理情報チームは発展的に解消）

（3）実施事項
　  JA の相続相談体制の立ち上げ支援にかかる

取り組み
　 相続にかかる専門相談等の恒常的支援にかか

る取り組み

Ⅳ．令和７年度、全国相続相談・資産支援
チームの取り組み

１．立上げ支援
　全国方針の普及・実践に向けて取り組むにあた
り、現状は組合員の生前の相続相談や事業承継
支援に取り組んでいる JA は限定的であることか
ら、まずは立ち上げ支援に取り組みます。

（1）相続相談強化にかかる啓発活動
　「JA グループ相続相談強化方針」「相続相談強
化ガイドブック」等を活用し、県域・JA におけ
る会議・説明会等の開催を講師の派遣等により支
援します。

 

JA グループ相続相談強化方針 
 

令 和 ６ 年 ５ 月 
全国農業協同組合連合会 
全国共済農業協同組合連合会 
農 林 中 央 金 庫 
全国農業協同組合中央会 

 
１．趣旨 

JA グループの組合員の高齢化にともない、組合員の農地の維持や資産等に
継・ 的期長たせわ合にジーテスフイラていつ 続的な相続相談体制の整備が必要

となっている。 
しかし、全国で生前の相続相談業務に取り組んでいる JA は都市地帯を中心

に限定的な状況であり、その結果、事業・資産承継等が不十分かつ次世代とも
接点が持てないなかで相続が発生することで、組合員減少や事業基盤の流出に
つながっている。 
さらに、所有者不明土地の増加等を理由に、令和６年４月から不動産（土地・

建物）の相続登記が義務化されるなど、組合員の資産管理にかかわる環境も変
化している。 
そこで、本方針では、現在の組合員および次世代が安心して相続を迎えられ

るとともに、地域の営農が継続されるよう JA グループの相続相談機能の強化
のあり方を定める。 
なお、第 29 回 JA 全国大会で決議した、 「次世代総点検運動」では、地域農

業の次代の担い手を計画的・着実に確保・育成していくこととしており、本方
針と連動した取り組みを強化していく。 
 
２．相続にかかる取組経過と現状・課題 
（１）これまでの取り組み 

JA グループでは、平成 22 年より相続・事業承継の取り組みをすすめ、第
26 回 JA 全国大会 （平成 24 年）で、「次代につなぐ協同」の実践具体策とし
て、相談活動を通じて組合員の 「資産管理事業」から 「相続・事業承継支援」
を実施していくことを提起した。 
このなかで、農地の保全等も提起されたが、平成 27 年の都市農業振興基本

法の成立以前であったことなどから、非農業的土地保全・利活用を中心とし
た取り組みになった。 

【相続・事業承継の具体的取り組み】 

 ・全国連および全国の先進 JA による検討会の設置（平成 22 年７月～平成 23 年４月） 
 ・相続事務処理の手引き発行（平成 22 年９月） 

・相続・事業承継支援対策の手引き発行（平成 25 年５月） 
 ・相続・事業承継支援トップセミナー開催（平成 25 年１月、平成 26 年２月） 
【第 26 回 JA 全国大会（2012 年）】―JA 全中「相続・事業承継支援対策の手引き」（平成 25 年５月）より抜粋 

 「次代へつなぐ協同」をメインテーマに掲げ、その実践に向けた具体策の一つとし
て、「“組合員の暮らしと資産を守る”観点から従来の資産管理事業を抜本的に見直す」
ことを提起。    

令和６年１０月令和６年１０月

全国農業協同組合中央会全国農業協同組合中央会

全国農業協同組合連合会全国農業協同組合連合会

全国共済農業協同組合連合会全国共済農業協同組合連合会

農 林 中 央 金 庫農 林 中 央 金 庫

ガイドブック
相続相談強化相続相談強化

JA グループ内限り

～JAの組織基盤強化につなぐ～～JAの組織基盤強化につなぐ～
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（3）相続支援メニューの提供（含む新規開発）
　総合事業としての対応力発揮に向け、各連合
会・中央会の提供する既存の相続相談支援メ
ニュー（事務手続きや資材、研修等）について整

理し、組合員の利便性と業務の効率化を目指し、
連携を図って一元的に提示します。そのうえで必
要なサービスを研究・開発し、図っていきます。

（2）県域・JAにおける体制構築の支援
　全県域に対して、県域＋モデル JA の方針策
定・体制構築等、個別に支援します。モデル JA

の横展開に取り組む県域の取組みを支援・拡大す
ることで、全国的な相続対策の進展につなげてい
きます。

２．恒常的支援
　相続相談業務をともにすすめるパートナーとし
て、専門相談の実施、情報提供、研修会の開催に
取り組みます。

（1）専門相談の実施（全国ヘルプデスクの運営）
　全国方針の普及・実践に向けて取り組むにあた

り、全国の JAからの専門相談ニーズが高まって
おり、これに応えるため、支援チームでは「全国
ヘルプデスク」として、経験豊富な専門家の方々
で構成するサポート体制を構築し、JAにおける
相続相談業務の強化を図ります。この他、今後必
要とされるチームの編成（例：農地・事業承継
チーム）についても、検討しています。
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ヘルプデスク」として、経験豊富な専門家の方々
で構成するサポート体制を構築し、JAにおける
相続相談業務の強化を図ります。この他、今後必
要とされるチームの編成（例：農地・事業承継
チーム）についても、検討しています。
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（2）情報提供
① JA 相続相談・資産サポート情報
　これまで、全中（JAまちづくり資産管理情報
チーム）が発行してきた『JAまちづくり資産管
理情報』から、全国の JA の相続相談や資産サ
ポートに関わる JA 担当者向けに、支援チーム
が『JA相続相談・資産サポート情報』としてリ
ニューアルし、発行していきます（毎月 20 日発
行・Ａ４判・50 ページ程度）。
　相続税をはじめとした納税対策や土地保全・活
用を含めた総合的な相続相談体制の強化に資する
総合情報誌として、全国連の施策や JAの取り組
み事例の紹介も交え、JAの担当者にとってより

■ 相談内容
　（1）相続・資産管理にかかる税務・法務相談
　（2）土地活用・不動産鑑定等にかかる税務・法務相談
　（3）その他、（1）（2）に関連する相談

■ 相談料
　 無料（情報誌の購読団体に限る）。ただし、相談内容の難易度、労力、検討時間の多寡等により、

別途相談料を負担いただく場合もあります。

■ 相談方法
　 支援チーム宛て（ja-machizukuri.s@zenchu-ja.or.jp）にメール
　 ホームページに設置した「相談フォーム」
　※電話および FAX での相談は原則受け付けません。
　※顧問税理士、弁護士、不動産鑑定士、宅建士等への直接相談は認めません。

■ 回答方法
　 支援チームから直接回答します。

【全国ヘルプデスクに協力いただく専門家】
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一層役に立つよう、内容の充実と情報発信の強化
を図ります。
　相続相談担当者にとって必読と言える情報誌で
すので、ぜひ支店ごとにご購読ください。

　なお、本誌の購読者を対象に、支援チームの専
門家による相談を無料で実施します。さらに、各
種研修会受講料の割引や購読者限定HPでの情報
提供についても検討しています。

【JA相続相談・資産サポート情報の特色】

◎最新情報の提供
　行政の動向、税務・法務の制度改正、不動産市況をはじめとした各種統計情報、先進的な JA の取
り組み、JAグループの取り組み方針などをいち早く掲載。

◎実務に直結する知識をわかりやすく解説
　顧問の弁護士・税理士・不動産鑑定士等が、Q&Aや実例紹介を通じ、実務への従事にあたってお
さえておきたい知識を解説。法務・税務・土地活用の個別相談も実施。

◎相続相談、事業承継関連・都市農地貸借関連の情報発信を強化
　重要性が増す相続相談や事業承継支援、近年事例が増加している都市農地貸借について、JA の取
り組み事例等を紹介。

◎ JAや各事業連の相続相談業務の取り組み事例を紹介
　日頃の相続相談業務（事業承継含む）に役立つ情報として、JA の取り組み事例や県域、全国域の
施策を紹介。

（毎月 20 日発行・Ａ４判・50 ページ程度）

② JA 相続相談・資産サポート情報　購読者ホー
ムページ
　購読者用ホームページにつきまして、これまで
『JAまちづくり資産管理情報』として運営して
きたホームページを、『JA相続相談・資産サポー
ト情報』のホームページとしてリニューアルし、
利用者同士の情報交換を促し、情報誌に掲載した
内容の一層の活用を図るよう、運営していきま
す。

　ホームページでは、毎月の情報誌の記事を掲載
し、図やイラストもカラーでご覧いただけるほ
か、一部の手引きや事例集を無償で公開します。
そのほか、一部研修会のオンデマンド配信を行い
ます。
　なお、従来の『JAまちづくり資産管理情報』
の、バックナンバーは引き続き閲覧することがで
きます。
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③組合員のための資産サポート塾
　組合員に配布する資材が欲しいとの要望に応
え、毎奇数月に組合員向け情報誌『組合員のため
の資産サポート塾』を発行します。

　JA相続相談・資産サポート情報で連載を行っ
ている法務・税務相談を中心に、組合員の関心が
高いテーマを厳選してお届けします（毎奇数月発
行・Ａ４判・４ページ）。

④各種推進資材
　JAにおける相続対応等相談業務の展開支援や、
組合員に対する情報提供を目的として、昨年度次
表のとおり資材を作成しました。また、各事業連
が現在提供している相続関連資材は次図のとおり

です。
　引き続き資材を作成していくとともに、今後協
議会においても、JAの相続相談の現場でお役立
ていただける推進資材を順次作成、提供していき
ます。

【令和６年度推進資材一覧】

資材（書籍）名 対象
令和６年度版　これだけは知っておきたい税制改正Q&A JA 職員・組合員
令和６年度版　JA相続税対策シート JA職員・組合員
改訂版　組合員のための遺言・生前贈与活用ガイドブック 組合員・JA職員
改訂版　組合員のための相続税読本 組合員・JA職員
改訂版　JA役職員のための農家相続相談「虎の巻」 JA職員
都市農業関連制度Q&A JA 職員
相続・事業承継支援対策の手引き JA職員
事業承継の手引（家族経営版／法人経営版） JA職員
相続発生後の初動対応マニュアル・事業総合型相続手続依頼書様式 JA職員
改訂版　JA資産管理事業契約書書式例集 JA職員
売買賃貸借トラブル＆法務相談事例集 JA職員
体験型農園の開設・運営の手引き（改訂版） JA職員
都市農業における次世代総点検運動啓発動画「都市農業を次代へつなぐ」 JA職員・組合員
都市農業関連制度解説動画「都市農業初任者ガイド」 JA職員
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（3）研修会の開催
①研修会
　全職員向けの基礎研修動画を作成し、10 月に
公開予定です。また、県担当者会議（６月）及び
役職員向けトップセミナーを９月に開催予定で
す。
　相続相談担当者向けの研修会については、次表
のとおり予定しています。令和７年度は、JAグ
ループの皆さんの顔がお互いに見える交流の場と

なるよう、すべての研修会を実開催とします。ま
た、少しでも多くの皆さんが参加しやすいよう
に、WEB受講と録画配信（オンデマンド配信付
き）を併催します。現場に役立つ研修会とするた
めに、最新情勢・動向の発信に努めます。
　このほか、現在各全国連が実施している研修会
への他部門職員の受講について、令和８年度から
の受講に向け、順次調整を進めていきます。
　

【全国域で提供する資材】
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【令和７年度　JA相続相談・資産サポート　研修会等日程】

項目（研修会） 内容 開催日
相続相談・資産支援
基礎研修会

相続相談対策の目的、関連法令や税制、諸制度の基礎知識
４月22日（火）
～ 24日（木）

令和７年度
税制改正研修会

７年度税制改正の内容とポイントなど ５月15日（木）

相続税研修会Ⅰ
民法と相続税法の基礎、納税スケジュールや相続税額の計算方
法、農地等の納税猶予

５月21日（水）
～ 22日（木）

相続税研修会Ⅱ
相続税特例と複雑な計算例、土地の財産評価、相続税試算演習
や最近の税制改正の留意点

６月11日（水）
～ 12日（木）

相続相談実務研修会 相続相談のすすめ方やトラブル回避の相続法務
７月９日（水）
～ 10日（木）

資産支援研修会Ⅰ
―売買媒介―

土地売買媒介実務の最新情報・法務と紛争事例等
８月27日（水）
～ 28日（木）

資産支援研修会Ⅱ
―土地活用―

土地・賃貸住宅管理運営実務の最新情報・法務と紛争事例等
９月10日（水）
～ 11日（木）

②通信教育
　各機関と連携し、担当職員の能力向上に資する

通信教育を斡旋します。

名称 主催 開催時期

FP 養成コース通信研修
全国共済農業協同組合連合会
全国農業協同組合中央会

年３回開講
（７月、11 月、３月）

宅地建物取引士資格取得通信講座 ㈱住宅新報社・日建学院 ４月～

③検討会
　相続業務に必要な情報を共有し、グループのつ

ながりを強く築き、組合員への相談業務を強化し
ていくことを目的として開催いたします。

名称 内容 時期 開催形態

相続相談業務等検討会
相続相談等業務の実務に関する
知識の習得と意見交換

５月27日（火）
11月19日（水）

実開催
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